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人口減少下における大都市圏への人口集中は，大都市の過密問題と地方の人口減少に伴う様々な問題を

一層深刻化させている．本研究では，都市経済モデルにおける世帯行動モデルを用い，基幹統計に基づき

全国の都市雇用圏の効用水準を実証的に推計した．その結果，効用水準は都市雇用圏間で均等化しておら

ず，また人口集中が続く大都市の効用水準が必ずしも高くは無いことが示された． 
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1. はじめに 

 

我が国では人口減少下においても東京圏への人口集中

が進展してきた．こうした人口移動は東京の過密問題と

地方の人口減少に伴う様々な問題を一層深刻化させてい

ることが指摘されており1,2)，そうした認識の下，各種地

方創生策が実施されている．一方，実証研究では人口集

積は生産性を高めることが示されており3)，このため地

方創生策は日本の経済成長を阻害しているとの指摘する

論説も見られる4)．しかし，いずれの論説も社会経済に

関わる特定の観点からの評価に基づいており，一極集中

が最適な資源配分の帰結なのか，社会システムの誤謬に

起因した望ましくない状態なのか不明なままで，地方創

生施策と同時に，東京圏への人口集中を促進しうる施策

も平行して講じられている． 

一方，生活の満足度や幸福度の計測を試みた研究では，

主観的満足度の平均値に地域や都市規模による大きな差

は見いだされていない5)．ただし，これは生活全体の満

足度を直接尋ねたものであり，労働や居住を含む生活状

態の要因を分析したものではない．また，国民生活選好

度調査を用いた生活満足度に関する分析によれば，昭和

53年から平成20年にかけて，住宅事情や通勤事情等が満

足度に影響を及ぼしているものの，影響力は低下してい

ることや，生活満足度には，良質な居住環境や借金が強

い影響を持つことが示されている6)．こうした生活指標

群はOECDのBetter Life Index等の調査研究を通じて知見が

蓄積されてきたが，指標群と総合的な満足度の関係は必

ずしも一意的では無く，また，その地域差が生じる理由

を一貫して説明する理論的根拠は示されていない． 

居住満足度の評価構造を分析した研究7)では，首都圏

の3地域のアンケート調査に基づき，居住満足度は5種類

に分類されることなどを示しているが，地区レベルの開

発や規制を想定した評価指標となっており，都市圏レベ

ルでの適用は指標の収集が困難である． 

生活の質の定量的な総合評価を試みた研究では8)，生

活の質を構成要素の充足度と重要度の統合指標として積

み上げ的に捉えている．ただし，いずれの評価項目もア

ンケートにより調査することが必要であり，複数の都市

間比較のためには大規模な調査が必要である． 

都市経済モデルは，市場均衡問題として，世帯の空間
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分布等を推計するものである9-11)．そこでは合理的な世

帯を仮定し，所得，時間等の制約の下で効用を最大化す

るよう消費行動を決定している．このため，得られる効

用水準は，想定するモデルシステムの中における，世帯

の総合的な満足度を表す指標と解釈できる．このモデル

は社会基盤整備等の都市政策がもたらす効果影響分析の

ために用いられており，筆者の知る限り都市間の生活水

準の比較には用いられていない．複数都市を対象とした

都市経済モデルの研究も数多くなされているが，一般に

効用水準は人口移動により都市間で均等化することを想

定している12)．東京都市圏内の効用の地域差を実証的に

分析した研究13)では，全世帯平均の通勤者のみを考慮し

たモデルを用いると都心に近いほど効用が高いとする結

果が得られているが，所得階層と非通勤者を含む家族構

成を考慮したモデル用いると，平均所得層の世帯では郊

外ほど効用が高いとの結果が示されている．ただし，こ

の研究では効用水準に地域差があれば人口移動が生じる

はずであるとして，その効用差をもたらす外的環境要因

を分析するなど，あくまでも完全情報下での合理的な世

帯の仮定の下で，効用水準は空間的に均等化することを

想定している． 

本研究では，都市経済モデルを用い，全国の都市雇用

圏の効用水準を実証的に推計し，その地域差について考

察することを目的とする．都市経済モデルにおける世帯

行動モデルでは，効用の構成要素として標準的な生活の

関連指標が反映されている．このため，生活関連指標の

アドホックな統合化に基づく都市のランキングなどと比

較して，従来の都市経済モデルの想定に基づく理論的根

拠を有する評価方法になると期待できる． 

 

 

2. 世帯モデルと分析方法 

 

本研究では世帯モデルとしてGao et al.11)を用いる．以

下，本研究に関連する部分を再掲する．世帯は所得と時

間の制約の下，効用𝑢を最大化するよう財消費量𝑍，住

宅床面積𝐴，余暇時間𝑆を決定する．この問題を以下の

ように定式化する． 

𝑚𝑎𝑥ሺ𝑢 ൌ 𝑍ఈ ⋅ 𝐴ఈ ⋅ 𝑆ఈௌሻ ሺ1ሻ 
𝐼 ൌ 𝜔 ⋅ 𝑇௪ ൌ 𝑝 ⋅ 𝑍  𝑟 ⋅ 𝐴  𝑐 ⋅ 𝑥 ሺ2ሻ 

𝑇 ൌ 𝑇ௐ  𝑆  𝜏 ⋅ 𝑥 ሺ3ሻ 
ここで，𝐼は所得，𝜔は賃率，𝑇௪は労働時間，𝑝は財

価格，𝑟は床地代，𝑐は距離あたり交通費用，𝑥は通勤距

離，𝑇は利用可能時間，𝜏は距離あたり所要時間，𝛼௭，

𝛼，𝛼ௌは選好パラメータであり，𝛼௭  𝛼  𝛼ௌ ൌ 1と

する．この問題を解くと以下の需要関数が得られる． 

𝑍 ൌ 𝛼
𝜔 ⋅ 𝑇 െ 𝑐 ⋅ 𝑥

𝑝
ሺ6ሻ 

𝐴 ൌ 𝛼
𝜔 ⋅ 𝑇 െ 𝑐 ⋅ 𝑥

𝑟
ሺ7ሻ 

𝑆 ൌ 𝛼ௌ
𝜔 ⋅ 𝑇 െ 𝑐 ⋅ 𝑥

𝜔
ሺ8ሻ 

ただし，𝑐 ൌ 𝑐  𝜏 ⋅ 𝜔とする．これより，間接効用

関数は次式となる． 

𝑉 ൌ 𝛼
𝜔 ⋅ 𝑇 െ 𝑐 ⋅ 𝑥
𝑝ఈ ⋅ 𝑟ఈ ⋅ 𝜔ఈௌ

ሺ9ሻ 

ただし，𝛼 ൌ 𝛼ఈೋ𝛼ఈಲ𝛼ௌఈೄである．ここで，𝜔，𝑟，

𝑥は都市によって異なる値をとる変数である．また，住

宅以外の物価𝑝は都市によって変らないと仮定する．も

し，すべての都市で同質な世帯を仮定するならば，世帯

構成や選好パラメータを等しくする必要があるが，その

場合，観測される各都市の𝑍，𝐴，𝑆と式(6)-(8)を用いた

推計値は一般的には一致しない．一方，同質な世帯を仮

定しないとすると，効用水準の違いが，都市の居住環境

によるものか，世帯差によるものかが判別できなくなる．

本研究では居住満足度としての効用の地域差を計測する

ことが目的であることから，同質な世帯を想定する必要

がある． 

このため，本研究では，有業者1名と非有業者1名で構

成される世帯を想定し，その世帯の選好パラメータは同

一であると仮定する．選好パラメータは，世帯人員で調

整した𝑍，𝐴，𝑆，𝑥と，𝜔，𝑟の都市別の観測値を統計よ

り与え，式(6)-(8)を用いて求められるパラメータの平均

値とする．具体的な使用統計と算定値は次節で示す． 

 

 

3. 分析対象と使用データ 

 

本研究では，居住効用の全国の都市間での比較を目的

としている．その際，分析単位を市町村とすると，大都

市圏では居住地と就業地が異なる可能性が高く，効用水

準が就業地の賃率によっても異なるため，その違いを居

住地の特性のみに帰着させられない．一方，都市雇用圏

は通勤人口で定義されていることから，概ね就業地と居

住地の組み合わせがその圏域内で完結していると見なす

ことができる．このため，地域間で効用水準を単純に比

較するための分析単位として，本研究では都市雇用圏を

用いる．無論，都市圏内での地点による居住効用の差が

生じる可能性についても研究対象となり得るが，その分

析は別稿に譲り，本研究では，1つの都市雇用圏内では

単一の労働市場と住宅市場が成立しており，居住効用は

圏域内の場所によらず同一であると仮定する． 

式(9)で効用水準を求めるためには，賃率，利用可能

時間，距離あたり交通費用と所要時間，財価格，床地代，

通勤距離，および選好パラメータが必要であり，選好パ

ラメータを式(6)-(8)を用いて求めるには，さらに財消費
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量，床消費面積，および余暇時間が必要である．我が国

では，通勤費用は雇用者が負担することが多いことから，

c=0とし，𝑐 ൌ 𝜏 ⋅ 𝜔は通勤時間として与える． 

なお，各都市雇用圏のデータを用いると，都市雇用圏

ごとに異なる選好パラメータが推計されるが，効用水準

の推計に，それらのパラメータをそのまま用いると，効

用水準の差が賃率や住宅面積等の都市特性に起因してい

るのか，居住者の特性である選好パラメータの違いに起

因しているのか判別できなくなる．また，式(3)を用い

て，観測された労働時間，余暇時間，通勤時間から利用

可能時間を算出すると，余暇時間の定義によっては，利

用可能時間が都市雇用圏毎に異なることとなるが，これ

は居住者の時間の使い方を反映したものである．その場

合やはり，効用水準の違いが居住者に起因しているのか

都市特性に起因しているのかが判然としなくなる．そこ

で本研究では，居住効用を都市間で比較するために，同

じ選好と利用可能時間を有する同質な居住者を想定する

こととする． 

そのために，まず，選好パラメータと利用可能時間を

都市雇用圏毎に推計し，人口によるそれらの加重平均を

求める．それらの加重平均と，都市雇用圏毎の通勤時間，

床地代，賃率を式(9)に代入し，効用水準を求める．使

用データを表-1に整理する． 

ここで，分析単位である都市雇用圏は2015年版である．

都市雇用圏のデータは市区町村のデータに基づき作成す

るが，社会生活基本調査や全国消費実態調査は都道府県

のデータはあるが市区町村のデータは提供されていない．

本研究では，余暇時間は社会生活基本調査における3次

活動時間と仮定し，労働時間と余暇時間は都道府県の値

をその所属する市町村に一律に当てはめる．一方，所得

は，社会・人口統計体系の課税対象所得が市町村毎に与

えられている．都道府県毎に集計した課税対象所得と全

国消費実態調査の年間収入の間には強い相関があること

から，都道府県データを用い，課税対象所得を説明変数，

年間収入を被説明変数とする回帰モデルを作成し，これ

に市区町村の課税対象所得を入力することで，市区町村

の年間収入を推計した．この年間収入を労働時間で除す

ことで賃率を求めている．また，市町村別の床地代，平

均通勤時間，一人あたりの住宅面積は住宅土地統計調査

から求めた．床地代については，帰属家賃は考慮せず，

賃貸物件の1m2あたりの平均家賃を用いる． 

2015年版の都市雇用圏は222カ所定義されているが，

北海道岩内町について必要データをそろえられなかった

ため，221カ所を対象とする．また分析に先立ち，都市

雇用圏で見た居住関連指標の特徴を示す．まず図-1は都

市圏人口に対する平均賃率を示している．ただし，人口

の軸は対数スケールである．これより，都市圏の人口規

模が大きいほど賃率が高い傾向が見られる．図-2は床地

代と所得の比率に対する一人あたり床面積を示しており，

所得に対する床地代が高いほど，一人あたりの床面積は

小さくなっている．ここで，図-1で見たように大都市で

は所得が高いが，それ以上に床地代が高くなっており，

床地代と所得の比率は大都市ほど高い．このため，一人

あたりの床面積は大都市で小さくなっている．図-3は床

地代に対する通勤時間を示しており，都市圏の平均床地

代が高いほど，通勤時間が長くなる傾向が示される． 

これらの特徴は個別に見ると，都市に関する経験則と

表-1 使用データ 

 
変数 データソース 
所得 社会・人口統計体系（2018年）

全国消費実態調査（2014年） 
労働時間， 
3次活動時間 

社会生活基本調査（2016年） 

家賃，通勤時間， 
一人あたり住宅面積 

住宅土地統計調査（2018年） 

 

図-1 人口に対する賃率 

 

図-2 床地代-所得比に対する一人あたり床面積 
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合致しており，また人口規模に対する賃率の高さは，集

積の経済に関する実証分析3)，床地代と面積，通勤時間

の関係は，多くの都市経済モデル9,10)の想定と整合して

いる．次章では，それらの集約指標としての効用水準を

算定する． 

 

 

4. 効用水準の推計 

 

都市雇用圏毎の選好パラメータは式(6)-(8)を用いて推

計される．これらは当然のことながら都市雇用圏毎に異

なるが，ここでは人口を重みとする平均値を代表的選好

として効用水準の評価に用いる．また，式(3)の利用可

能時間も都市雇用圏により異なるが，やはり重み付き平

均を代表値として用いる． 

これらの仮定の下で推計された効用水準と人口の関係

を図-4に示す．ただし，横軸の人口は対数スケールであ

る．これを見ると，効用水準は全国の都市雇用圏で均等

しておらず，また，都市圏の人口規模と効用水準の関係

は一様では無いことがわかる．図-1と比較すると，所得

の高さのみが効用水準の支配要因では無く，住宅費用や

交通費用も大きく影響していることが推測できる． 

推計された効用水準を地図上に示したものが図-5であ

る．これを見ると，北海道，中部，山口で効用水準の高

い都市雇用圏が多く，東北地方で効用水準の低い都市雇

用圏が多いことが読み取れる．一方，首都圏や近畿圏は

それぞれ，147位と144位となっており，中位よりやや下

位の水準となっている． 

なお，この評価ではすべての都市雇用圏において同一

の選好パラメータを与えている．居住者が，もし自身の

選好に応じて効用の高い居住地を選択しているとするな

らば，平均的な選好パラメータの下で推計された効用水

準は，過小評価となっていると考えられる．例えば，住

宅面積の選好パラメータが高い世帯が広い住宅を好むた

め地方に居住し，住宅の広さよりも財の消費を好む世帯

が所得の高い都市部に居住するならば，地域の特性をよ

り高く評価する世帯が集まるであろう．それが実際の居

住状況を表しているのならば，都市雇用圏毎に推計され

た選好パラメータをそのまま用いて推計した効用水準は

より実態を表していると考えられる．もし，地域経済モ

デルが想定するように，効用の高い地域に人口が移動し

ているとするならば，実態に即した選好パラメータを用

いることで大都市の効用はより高く評価されることにな

ると考えられる． 

都市雇用圏毎の選好パラメータを用いて推計された効

用水準と人口の関係を図-6に示す．これを見ると，想定

と異なり，図-4と比較して，都市圏人口の規模が大きい

ほど効用水準が低くなる傾向が強くなっていることがわ

 

図-3 床地代に対する通勤時間 

 

図-4 人口に対する効用水準 

 

 
 

図-5 都市雇用圏別の効用水準 
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かる．また，効用水準を地図上にプロットした図-7を見

ると，図-5と比較して首都圏と中部圏で相対的な効用水

準が低くなっており，北海道と九州で高くなっている．

このケースでは首都圏の効用水準は195位である． 

この原因を考察するため，都市雇用圏別の住宅面積の

選好パラメータと床地代の関係を図-8に示す．なお図中

の赤い横線は人口を重みとする平均値である．これより，

床地代の高い都市圏ほど住宅選好パラメータも高い傾向

が読み取れる．式(6)-(8)でわかるように，本モデルの選

好パラメータは可能な所得に対する機会費用を含む支出

の割合として求められており，住宅費の支出割合の高い

都市圏ほど住宅面積の選好も高くなる．このため，全国

平均の選好パラメータを適用した場合に比べて，大都市

部ほど相対的な効用水準が低く評価されている． 

このことは，居住者の選好の形成と居住効用の計測に

関して従来あまり考慮されてこなかった．この例では，

大都市では，床地代が高いことから，住宅面積は小さい

ものの，住宅支出が高く，これにより住宅に関する選好

が高いため，地方都市と比べて，効用水準が低く評価さ

れている．このことは，林ら8)のQOLの計測において，

充足度が低い項目ほど重要度が高く評価されるため，生

活の質の評価規範がシフトして行くとする考え方と類似

した状況とも考えられる．例えば，高い所得を求めて地

方部から大都市部に移住したものの，住宅コストの高さ

から住居の水準が充足しないため，その重要度である選

好パラメータが高まり，総合的な満足度である効用水準

が高まらないということは，実態としてもあり得る．そ

うした解釈の妥当性については，よりミクロな居住環境

の充足度調査等と照らし合わせる必要があるが，本分析

結果は，基幹統計のみに基づいても都市間での居住選好

の違いと，それが効用水準にもたらす影響評価を実証可

能とした点で意義があると考える． 

 

 

5. おわりに 

 

本研究では，都市経済モデルにおける世帯行動モデル

を用い，基幹統計に基づき全国の都市雇用圏の効用水準

を実証的に推計した．その結果，効用水準は都市雇用圏

間で均等化しておらず，また大都市が必ずしも効用水準

が高いわけでは無いことが示された． 

全国の平均的な選好の世帯を想定する場合，北海道，

中部，山口で効用水準の高い都市雇用圏が多く，東北地

方で効用水準の低い都市雇用圏が多い結果が得られた．

また，首都圏や近畿圏は中位よりやや下位の水準であっ

た．一方，都市雇用圏毎に推計された選好を用いる場合，

都市圏人口の規模が大きいほど効用水準が低くなる傾向

が強まり，首都圏と中部圏で相対的な効用水準が平均的

 

図-6 人口に対する効用水準 

 

 

 

図-7 都市雇用圏別の効用水準 

 

図-8 床地代と住宅選好パラメータ 
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な選好を想定するよりも低くなり，北海道と九州で高く

なった． 

この結果は，効用の高い地域に人口移動が生じ，人口

移動が安定した時点ですべての立地点での効用水準が均

等化するという，従来の空間経済学の想定とは異なる状

況を示している．人口集中が継続している首都圏の相対

的な効用水準が必ずしも高くないとするならば，多くの

空間経済モデルが想定する，転居費用の低さや生活環境

に関する完全情報，弾力的な所得等の前提が実態に即し

ていない可能性が示唆される． 

首都圏への転入超過は主に15-29歳の若年層で多く，

大学進学や就職のタイミングで転入しているとされてい

る．30歳以上では転出入は概ね均衡しており，60代で転

出が超過している14)．本研究ではあくまでも平均的なモ

デル世帯を想定しており，こうした移動性の高い若年層

の効用を推計したものではない．また，効用の推計にお

いては，所得，居住，通勤など基本的な生活の構成要素

のみを考慮しており，都市のアメニティや文化機会等は

考慮されていない．さらには，本研究はあくまでも効用

水準を計測するものであり，人口移動については分析対

象としていない．今後は，文化等を含むこうした各種生

活要素の追加や，ライフステージに応じた選好の違い，

あるいは若年層の進学や就職の機会の地域差などを考慮

した分析が求められる．ただし，居住効用の高い地域か

ら低い地域への人口移動が，人々の自由な選択の結果で

は無く各種制約条件等に起因して生じているとするなら

ば，それは社会の厚生を低下させていることに他ならな

い．本研究が示したオーソドックスな都市経済学の方法

論による基幹統計を用いた都市圏別の効用水準推計は，

そうした国土計画に関わる課題を示唆した点で意義があ

ると考える． 
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(2021. 2. 18 受付) 

 
COMPARISON OF RESIDENTAIL UTILITY AMONG URBAN EMPLOYMENT 

AREAS BASED ON AN URBAN ECONOMIC MODEL 
 

Masanobu KII, Natsune OKUMURA, Tetsuya TAMAKI, Yoshio KAJITANI, Tatsuya 
SUZUKI 

 
The population concentration to metropolitan area causes various related problems of congestion in large 

cities and depopulation in local areas. In this study we estimate the residential utility for each urban em-
ployment areas (UEAs) over the nation using core statistics of Japnese government by applying urban eco-
nomics model. As a result, we found that the utility levels are uneven among the UEAs and the utility levels 
of large metropolises where population concentrate are quantified to be low relatively . 
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